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－総括1－ 

 

 

新規事業及び重要事業総括表 

 

 

 

Ⅰ 総 額 

 

 【一般会計】 

区分 平成３１年度 平成３０年度 伸び率 

予算総額 ２３８，９８８，６１８千円 ２１８,１４１,８８９千円  9.6％ 

一般会計構成比         １２．７％        １１．７％ － 

 

  【母子父子寡婦福祉資金特別会計】 

予算総額 ８４５，４２４千円 
 

８０３，０１０千円  5.3％ 
 

 

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                      （単位 千円） 

 

 １ 少子化対策・子育ての安心支援 

  Ｐ １    保育所待機児童対策の推進【少子政策課】       ２，２９７，４６９ 

  Ｐ ２ 一部新規 保育士の確保・定着と保育の質の向上に向けた総合的取組の推進【少子政策課】 

                                   ２，９２５，１４５ 

  Ｐ ４    官民連携による結婚支援の推進【少子政策課】        ２７，１１６ 

  Ｐ ５    多子世帯への支援【少子政策課】           １，６４３，４６６ 

  Ｐ ６    放課後児童クラブの充実【少子政策課】        ５，１６７，９９９ 

  Ｐ ７ 一部新規 子供の居場所づくりの支援【少子政策課】          ２３，６４８ 

  Ｐ ８ 一部新規 ひとり親家庭への支援の充実【少子政策課】        １３３，９９３ 

   Ｐ  ９ 一部新規 児童虐待防止対策の充実【こども安全課】         ３２３，８７５ 

   Ｐ１０ 一部新規 里親委託の推進強化【こども安全課】            ８０，６６５ 

  Ｐ１１ 一部新規 児童養護施設・乳児院の受入体制支援【こども安全課】    ４７，７４３ 

 

  ２ 介護の安心支援 

  Ｐ１２  一部新規 介護人材の確保・定着の促進【高齢者福祉課】       ５９９，２９２ 

                      【社会福祉課】 

  Ｐ１５ 一部新規 地域包括ケアシステムの構築促進【地域包括ケア課】    １０３，６１９ 

  Ｐ１６ 一部新規 認知症の人と家族を支援する施策の推進【地域包括ケア課】  ６３，２８５ 

  Ｐ１７    市町村介護保険財政支援【地域包括ケア課】     ７４，２８０，６９９ 

 



－総括2－ 

 

  ３ 障害者の自立・生活支援 

  Ｐ１８ 新規 総合リハビリテーションセンター病院部門の機能強化【障害者福祉推進課】      

                                        １５，２４９ 

  Ｐ１９ 新規 発達障害児の療育体制強化【障害者福祉推進課】        ４５，９００ 

  Ｐ２０    障害児(者)福祉施設等の整備促進【障害者支援課】       ２，８２３，２９４ 

  Ｐ２１ 新規 医療的ケアが必要な障害児の受入体制の強化【障害者支援課】  １２，８００ 

 

  ４ 生活の安心支援 

   Ｐ２２    虐待通報ダイヤルの運用・虐待防止の啓発【福祉政策課】    ５３，２９８ 

  Ｐ２３ 一部新規 生活困窮者と生活保護受給者に対する切れ目のない支援【社会福祉課】 

                                      ３５１，７５１ 

 

 

 ＜参考＞ 福祉３プランの推進 

  Ｐ２６ 一部新規 埼玉県子育て応援行動計画の推進【少子政策課】     ４６，２２２，９６３ 

                        【こども安全課】 

                                              【障害者支援課】 

  Ｐ２９ 一部新規 埼玉県高齢者支援計画の推進【高齢者福祉課】     ７８，２３０，０６７ 

                      【地域包括ケア課】 

                      【社会福祉課】 

   Ｐ３３  一部新規  埼玉県障害者支援計画の推進【障害者福祉推進課】   ３７，４８８，６４３ 

                                            【障害者支援課】 

                                           【社会福祉課】 

                      【福祉政策課】 



 

- 1 - 

保育所待機児童対策の推進 

 

担当 少子政策課 施設整備・指導担当 内線３３２８ 

         施設運営・人材確保担当 内線３３３０ 

１ 目  的 

  保育所等の待機児童を解消するため、認可保育所の整備のほか、企業や幼稚園

と連携するなど多様な保育サービスを充実し、新たに７，０００人分の受入枠の

拡大を図る。 

 

２ 予 算 額     ２，２９７，４６９千円 

 

３ 事業概要 

保育サービス受入枠拡大に向けた取組 

 

H31当初 H30当初

保育所 安心こども基金(又は交付金）による保育所整備等 653,467 4,490 4,760

1,644,002

(555,010)

地域型保育事業 小規模保育などによる低年齢児保育の促進 0 640 580

企業内保育所の促進 (55,525) 50 80

企業主導型保育事業活用への支援（国事業） - 670 500

2,297,469 7,000 7,500

※（　　）は他部局予算。

区分 内容 予算額
受入枠

企業との連携

合計

※　保育所、認定こども園、小規模保育事業の整備の一部は、国から市町村へ直接交付される交付金・補助金を

　　財源とする事業に変更となっており、県としての予算額は計上していないが受入枠としては算入している。

認定こども園・
幼稚園との連携

安心こども基金(又は交付金）による認定こども園の整備等 1,150 1,580

 

（※1,012） （※968） 

※は従来の基準による待機児童数 



一部新規 
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保育士の確保・定着と保育の質の向上に向けた総合的取組の推進 

 

                                担当 少子政策課 施設運営・人材確保担当 

                    内線 ３３４９ 

 

 

 

１ 目  的 

保育所等の待機児童対策を着実に進めるとともに、平成３１年１０月から始まる幼児

教育・保育の無償化を見据えて、市町村と連携し、総合的な保育士確保対策を推進する。 

保育士の確保・定着に向けて、保育士養成施設の学生及び保育士試験合格者に対する

県内保育所等への就職支援や潜在保育士の再就職支援、保育士の職場定着支援を行う。

さらに新卒保育士向け就職準備金貸付事業を創設するとともに、人材育成に取り組む保

育所等に対する保育士宿舎借上補助事業の人数制限を廃止する。 

また、保育所等において低年齢児の受入れ等を手厚く行うための保育士加配に伴う経

費を助成するとともに、キャリアアップ研修を実施し、保育の質の向上を行う。 

 

２ 予 算 額     ２，９２５，１４５千円 

 

３ 事業概要 

（１）新卒保育士就職支援事業（新規）              ８１，０００千円 

   保育所等に対する新卒の保育士１人当たり２０万円の就職準備金貸付（２年間勤務

で返済免除）を創設する。 

 

 

 

 

 

（２）安心・元気！保育サービス支援事業費         １，３５５，２７５千円 

   保育所等において低年齢児や障害児、アレルギー児の受入れや一歳児保育を手厚く

行うための保育士加配に伴う経費を助成する。 

 

 

 

 

＜県と市町村による支援の場合＞ 

埼玉県 

市町村 

15万円 

 5万円 

県

社

協 
20万円 

貸付 
事

業

者 

給付又は 

貸付 

20万円 

新
卒
保
育
士 

※市町村による負担に変えて事業者の負担とすることも可能 

同一施設に２年間

勤務で返済免除 



一部新規 
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（３）保育士宿舎借上補助事業（拡充）             １３２，５９４千円 

   保育士の就業継続を図るため、国の「保育士宿舎借り上げ支援事業」を実施する市

町村と保育所等に対して上乗せ補助を行い住居費負担軽減の取組を支援する。 

   また、キャリアパス要件を満たすなど人材育成に取り組む質の高い保育所等に対す

る保育士宿舎借上補助事業の人数制限を廃止し、これらにより保育士の確保と定着を

目的として働きやすい職場環境づくりを進める市町村や保育所等の取組を支援する。 

 

 

 

（４）保育士研修等事業                    ８１１，１４０千円 

 保育士の専門性を高め、キャリア形成に応じた処遇改善につなげるため、保育士等

キャリアアップ研修を開催するとともに、保育所等における保育士の負担を軽減する

ための保育補助者の配置に要する費用等を助成する。 

 

（５）保育士確保推進事業                    ４６，２８８千円 

   保育所等の人材確保を支援するため、保育士求職者向け専用サイトを運営し、復職

希望の保育士にＳＮＳによる情報発信を行う。さらに人材確保に関する相談支援を実

施し、保育士と保育所等のマッチングを促進する。 

 

（６）保育士・保育所マッチング支援事業             １５，３５０千円 

   潜在保育士等の就職を促進するため、「保育士・保育所支援センター」を運営すると

ともに、保育所等で働きたい方を対象とした県内保育所等が出展する就職フェアを開

催する。 

 

（７）埼玉がいいね！保育士就職応援事業             １５，２９６千円 

   保育士の県内保育所等への就職を促進するため、保育士試験受験料等を助成すると

ともに、保育士養成施設の学生に対する県内保育所等のＰＲや、潜在保育士に対する

就職支援セミナーのほか、就職後３年未満の保育士に対する就業継続セミナーを開催

する。 

 

（８）「新しい経済政策パッケージ」等による保育士等の処遇改善  ４６８，２０２千円 

   「新しい経済政策パッケージ（平成２９年１２月閣議決定）」に基づく１％（月額 

  ３，０００円相当）の処遇改善と人事院勧告に伴う国家公務員の給与改定の内容に準

じた処遇改善（保育士平均＋０．８％）に要する費用を負担する。 

現行１人まで → 人数制限なし 

※キャリアパス要件を満たすなど人材育成に取り組む保育所に限る 

 

人数制限なし 

 既存園 新設園 
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官民連携による結婚支援の推進  
 

                 担当 少子政策課  企画・子育てムーブメント担当 

                 内線 ３３２５ 

 

１ 目  的 

  結婚を望むが出会いの機会に恵まれない方の希望をかなえ、広域的な結婚支援を行う 

 「SAITAMA出会いサポートセンター」を運営するとともに、若い世代が結婚、妊娠、出 

 産、子育てを含めたライフプランを希望どおり描けるように支援を行う。 

 

２ 予 算 額    ２７，１１６千円 

 

３ 事業概要 

（１）SAITAMA出会いサポートセンターの運営 

   市町村や企業等との連携により「SAITAMA出会いサポートセンター」を運営し、広

域的で効果的な出会いの機会を提供する。 

   ＡＩを活用したマッチングシステムと相談員によるサポートを両輪とする支援を実

施する。システムでは、希望の相手にお見合いの申込みができるほか、ＡＩが相性の

よい相手の紹介を行う。 

 

 

                     

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）婚活イベント・セミナー等の開催 

 ・県内各地で市町村や企業と連携した婚活イベントを開催 

  し、より多くの方に出会いの機会を提供する。 

 ・セミナー等を通じて若い世代のライフデザインの構築を 

  支援する取組を実施する。 

 

 

地元産業と連携した婚活イベント 

（写真は H30.10 にＪＡと連携して 

 実施したイベントの様子） 

保育利用支援事業（希望時期入園制度）導入意向

嵐山町

さいたま市
川越市

熊谷市

川口市

行田市

秩父市

所沢市

飯能市

加須市

本庄市

東松山市

狭山市

羽生市

鴻巣市

深谷市

上尾市

草加市

春日部市

越谷市

久喜市 幸手市

杉戸町

宮代町
白岡市

蓮田市

松伏町

吉川市

三郷市

八潮市
蕨市

戸田市

和光市

朝霞市

志木市

新座市

富士見市

三芳町

ふじみ野市

入間市

伊奈町桶川市

北本市

吉見町

川島町
坂戸市

鶴ヶ島市

日高市

毛呂山町

越生町

鳩山町

滑川町
小川町

ときがわ町

横瀬町

小鹿野町

皆野町

寄居町
長瀞町

美里町

上里町

神川町

東秩父村

実施中

H31から実施予定

H32から実施予定

検討中

実施意向なし

 

 センター所在地 

浦和センター 

本庄センター 

 

坂戸センター 
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多子世帯への支援  

 

担当 少子政策課 企画・子育てムーブメント担当 内線 ３２６９ 

      施設 運営・人材確 保担 当 内線 ３３３０ 

             

 

１ 目  的 

  平成２７年の夫婦の完結出生児数は１．９４であり、理想子供数の２．３２を下回っ

ている。３人以上の子供を持ちたいという希望を実現できるよう、多子世帯の育児にか

かる負担軽減を図る。 

 

２ 予 算 額     １，６４３，４６６千円 

 

３ 事業概要 

（１）多子世帯応援クーポン事業                ５７５，８２３千円 

多子世帯の育児にかかる負担を軽減するため、第３子以降が生まれた世帯に子育てサ

ービス等に利用できるクーポン（３キュー子育てチケット）を配布するとともに、市町

村がこれに上乗せして実施する給付事業に対し助成を行う。 

 

 【平成３１年度の見直し内容】 

 ア クーポンの配布方法及び利用期間の見直し 

   ５万円分のクーポンを一括交付し、利用期限を出生の翌年末まで延長すること

で利便性を向上 

 イ 申請方法 

   電子申請を導入し、子育て世帯の申請に係る負担を軽減 

 

 

 

 

 

 

 

（２）多子世帯保育料軽減事業               １，０６７，６４３千円 

多子世帯における経済的負担を軽減するため、保育所等に入所する第３子以降の児童

（満３歳未満）の保育料を助成する。 
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放課後児童クラブの充実 

 

                                            担当 少子政策課 子育て環境整備担当 

                      内線 ３３２２            

１ 目  的 

 労働等により昼間保護者のいない家庭の小学生の健全な育成を図るため、授業の終了

後に遊び及び生活の場を与える「放課後児童クラブ」の運営に必要な経費を補助すると

ともに、利用児童の増加等に対応するため放課後児童クラブの整備を促進する。 

 

２ 予 算 額     ５，１６７，９９９千円 

 

３ 事業概要 

（１）放課後児童クラブ等運営費の補助      ４，７８８，０９１千円 

放課後児童クラブの利用児童数、開所日数及び運営形態に応じた運営費の補助を

行う。 

対   象   数  １，７３６か所 

    負 担 区 分  国１／３、県１／３、市町村１／３など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）放課後児童クラブの整備促進      ３７９，９０８千円 

    利用児童の増加に対応するとともに、児童の安全・情緒の安定の観点から、児童

数７１人以上の大規模クラブから適正規模への移行促進等を図るため、新設整備や

既存施設の改修整備などを進める。 

 対   象   数 （新設整備）  ３４か所 

        （改修整備）  ４１か所 

 負 担 区 分 （新設整備）  国２／３、県１／６、市町村１／６など 

        （改修整備）  国１／３、県１／３、市町村１／３ 

56,980人
61,655人

65,514人
68,078人

1,368か所
1,506か所

1,612か所 1,686か所

0か所

500か所

1,000か所

1,500か所

0人

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

登録児童数

クラブ数

 

1,736か所 
  (予定) 

 

放課後児童クラブ施設数と登録児童数の推移 



一部新規 
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子供の居場所づくりの支援 
 
                      担当 少子政策課 子育て環境整備担当 

                      内線 ３３２２ 

 

 

１ 目  的 

  貧困の連鎖解消に向けて子供の居場所づくりを推進するため、フォーラムや出前講座 

 等の開催や子供の居場所づくりアドバイザーの派遣、子供の居場所に関するポータルサ 

 イトの構築等により顔の見える関係づくりと担い手の発掘を図るとともに、子供の居場 

 所を始めたい人とそれを支えたい人とのマッチングや立ち上げ等を支援する。 

 

２ 予 算 額      ２３，６４８千円 

 

３ 事業概要 

（１）社会全体で取り組む機運の醸成（新規）            ７，６６２千円 

     社会全体で子供を応援する機運を醸成するため、社会貢献活動を行う団体・個人の 

    ネットワークである「こども応援ネットワーク埼玉」のポータルサイトを構築すると 

    ともに、子供の貧困問題をテーマとした出前講座を実施し、担い手の発掘を図る。 

   

（２）こども食堂フォーラム・研修会の開催             ５，０８６千円 

     子ども食堂など子供の居場所づくりに取り組む団体やそれを支援する企業などの先 

    進事例を紹介するフォーラムを開催し、ノウハウの共有と顔の見える関係づくりを行 

    うとともに、担い手の課題の解決やスキルアップにつながる研修会を開催する。 

 

（３）子供の居場所づくりアドバイザーの派遣（新規）       １０，９００千円 

     各地域で子供の居場所の立ち上げと運営、安心・安全の確保などを支援する「子供 

    の居場所づくりアドバイザー」を養成・登録して各地に派遣しノウハウの普及を図る 

    とともに、事例集や啓発資材を制作し、支援ツールとして活用する。 

 

 

あらゆる社会資源とのマッチング （今後拡大） 

気づく・知る 促す・育てる 始める・続ける 
機運醸成・ノウハウ普及 

ヒト カネ モノ 場所 

掘り起こす 

ノウハウ 
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ひとり親家庭への支援の充実 
 
                 担当 少子政策課 手当・ひとり親家庭支援担当 

                 内線 ３３３７ 

 

１ 目  的 

  経済的に厳しい環境に置かれたひとり親家庭の自立を促進するため、情報提供から相談、 

 資格取得、更に職場定着まで切れ目ない就業支援を行う。 

 

２ 予 算 額     １３３，９９３千円 

 

３ 事業概要 

（１）伴走型就労支援の実施                   １９，７８０千円 

   ひとり親家庭の就労や、より好条件の就労への転職を専門的に支援する「就業支援専門 

  員」を県福祉事務所に配置し、相談者のニーズに応じた伴走型の就労支援を行う。 

 

（２）ひとり親家庭就職・転職応援事業の実施           １７，７５１千円 

   経済的な自立に向けて効果的な資格の取得を支援するため、資格取得に関するセミナー 

  や看護学校受験対策講座を開催する。また、児童扶養手当更新手続期間に就職・転職相談 

  特設窓口を設置し、就業支援専門員による相談支援を行う。 

 

（３）高等職業訓練促進給付金等の支給              ９５，３５０千円 

   資格の取得を目指すひとり親に対し、養成機関で学ぶ間の生活の負担軽減を図るため、 

  高等職業訓練促進給付金等を支給する。 

 

（４）ひとり親家庭ワンストップ情報支援事業の実施（新規）     １，１１２千円 

   ひとり親家庭に必要な支援情報を届けるため、児童扶養手当更新手続時にポケットブッ 

  ク「まいたま」のＱＲコードを記載した「ひとり親あんしんサポートカード（仮称）」を 

  配付し、「まいたま」を活用してスマートフォンを通じたワンストップの情報発信を行う。 

 

 

 あんしんサポート 
カードを配付 ・就労支援の情報 

・資金貸付や生活支援の 

 情報 など 

 

情報を 

プッシュ配信 

QRコードで 

まいたまに誘導 

 まいたま 

スマホ 
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児童虐待防止対策の充実  

 

    担当 こども安全課 総務･児童相談担当  

内線 ３３３５             

 

１ 目 的 

    警察との連携強化や、市町村における相談体制を強化するとともに、児童相談所の機

能を強化し、虐待通告への適切な対応を行う。 

 

２ 予 算 額     ３２３，８７５千円 

 

３ 事業概要 

（１）警察との連携強化（新規）                 ２８，４０８千円 

   児童相談所と警察署間において虐待情報を共有するためのシステムを構築 

    

 

 

 

（２）市町村における相談体制等の強化（一部新規）        ４６，５４９千円 

 ア 虐待相談の中核となる市町村職員の養成 

イ 相談援助技術向上のための支援 

  （児童福祉司・児童心理司等の経験者を市町村へ派遣等） 

   ウ 児童と直接接する学校教職員や保育士等に対する研修の実施 

（３）民間との協働による泣き声通告などへの対応（新規）      １８，３１３千円 

 児童の安全確認のうち、リスクの低い案件に外部委託を導入 

（４）児童相談所における相談機能強化             １４７，２１３千円 

ア 警察官ОＢ職員の配置 

イ 虐待相談対応職員の配置 

（５）児童虐待ケア対策の強化                  ８３，３９２千円 

ア 児童虐待防止啓発事業の展開 

イ 児童相談所と一時保護所への心理職員の配置 

ウ 一時保護所学習指導員の配置 

警察署  児童 

 相談所 

リアルタイムで情報共有 

新システム 
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里親委託の推進強化  

 

    担当 こども安全課 総務・児童相談担当  

内線 ３３４５             

 

１ 目  的 

 里親委託の推進を図るため、民間と協働して、登録里親への委託促進と受託里親への

一貫したサポートを拡充して実施する。 

 また、児童相談所に里親委託強化推進員を配置し、実親の同意を拡げることにより、

里親委託の推進を強化する。 

 

２ 予 算 額     ８０，６６５千円 

 

３ 事業概要 

（１）里親等委託率向上強化事業（一部新規）           ４３，９６０千円 

ア 里親のリクルートから委託後のサポートまで包括的に行う里親フォスタリング事 

 業の拡充 

イ 児童養護施設等の職員と連携し、施設に入所中の児童の保護者との面談、里親制 

 度の説明、理解促進を図るため、児童相談所に里親委託強化推進員を配置する。 

 

（２）里親しっかりサポート事業                 ２７，２１０千円 

  ア 未委託里親に対する先輩里親宅での実習等を継続的に実施 

  イ 先輩里親が定期的に訪問し、新たに受託を開始した里親を支援 

  ウ 民間活力を導入し、里親のリクルートから委託後のサポートまで包括的に支援 

 

（３）里親支援事業等                       ９，４９５千円 

ア 里親認定のための研修を実施 

イ 里親入門講座の開催及び里親制度の普及啓発等を実施 
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児童養護施設・乳児院の受入体制支援  

 

    担当 こども安全課 養護担当  

                      内線 ３３３１        

 

１ 目  的 

 心理的ケアなどが必要な、ケアニーズが高い児童を受け入れた児童養護施設に対して

医師等を派遣し、児童のケアについて心理面の助言を行う。 

また、乳児院の緊急受入に対する補助を拡充するなど、受入体制を支援する。 

 

２ 予 算 額     ４７，７４３千円 

 

３ 事業概要 

（１）児童養護施設高機能化促進事業（新規）            ６，８４０千円 

   心理的ケアなどが必要な、ケアニーズが高い児童を受け入れた児童養護施設に対し

て、児童のケアについて心理面の助言をするため医師等を派遣 

 

（２）乳児院高機能化促進事業（一部新規）            ４０，９０３千円 

   乳児院の緊急受入に対する補助を拡充し、受入体制を強化 

ア 県内乳児院に対する指導担当看護師を済生会川口乳児院に配置し、心身障害児・

病虚弱児の受入増加に対応 

イ 乳児院の緊急受入に対する保育士人件費等補助の拡充 
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介護人材の確保・定着の促進  

 

             担当 高齢者福祉課 介 護 人 材 担 当 内線３２３２ 

                       施 設 ・ 事 業 者 指 導 担 当 内線３２５４ 

                      施 設 整 備 担 当 内線３２６８ 

                社 会 福 祉 課 施設指導・福祉人材担当 内線３２２５  

 

１ 目  的 

  介護人材の確保・定着の促進を図るため、介護未経験者・高齢者等の就労支援、介護

福祉士養成施設在学者への修学資金の貸付け、市町村による介護人材確保支援、外国人

人材の受入れ支援、法人間連携による合同面接会等の取組の促進、介護ロボットの導入

支援、新任介護職員の定着支援、介護職員の医療的ケア技術の向上支援、介護のイメー

ジアップなどを実施する。 

  また、埼玉県介護人材確保・定着推進協議会（仮称）を設置し、介護人材確保・定着

に係る取組を全県的に推進する体制を構築する。 

 

２ 予 算 額     ５９９,２９２千円 

 

３ 事業概要 

（１）介護人材の確保                       ３，１６０千円 

  ア 介護人材確保・定着推進協議会（仮称）の設置・運営 

    関係機関や団体と連携しながら介護人材確保・定着に係る取組を全県的に推進す

るための体制を構築する。 

 

  イ 介護職員雇用推進事業                                   ３０４,７３９千円 

     介護未経験者等を対象に職場研修や介護職員初任者研修を実施し、介護事業所へ

の就職を支援する。 

 

  ウ 高齢者等介護職員就労支援事業              ３１，２４４千円 

    高齢者等に介護に関する入門的研修等を実施し、介護事業所への就職を支援する。 

 

  エ 優良介護事業所認証事業                   １,７５４千円 

    人材育成等について優れた取組を行っている介護事業所を認証する。 

 

  オ 離職した介護職員の届出システム事業                   １０,３９８千円 

    国のシステムを活用して就職に役立つ情報を積極的に提供し、離職した介護職員

の復職を支援する。 

 

  カ 法人間連携推進事業                    １０,０００千円 

       複数の法人が連携して行う地域貢献のための協働事業や合同面接会、合同研修等

の取組の促進を図る。 
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  キ 福祉・介護人材育成促進事業                 ２０,３６０千円 

       介護人材の確保・定着を図るため、将来、県内の社会福祉施設等への就職を希望 

   する学生に対する修学資金及び離職後に再就職する介護職員（潜在介護職員）に対 

   する就職準備金の貸付けを実施する。 

 

  ク 市町村による介護人材確保支援事業（新規）          １０,０００千円 

       市町村が行う介護に関する入門的研修の実施から施設とのマッチングまでの一体 

      的支援に対して補助する。 

 

  ケ 外国人人材確保・定着事業（新規）              ３３,４００千円 

       介護施設が外国人介護人材の受入れにあたって、日本語能力の習得に係る費用及

び住居費を負担した場合に経費の一部を補助する。 

 

  コ 介護福祉士を目指す外国人留学生の応援事業（一部新規）    １２,０００千円 

       介護福祉士養成施設が、在学する外国人留学生に対して日本語学習や国家試験対

策等の専門知識習得のための課外授業を実施した場合に、その経費の一部を補助す

る。 

 

（２）介護人材の定着 

  ア 介護職員資格取得支援事業                 ２７,４２７千円 

    介護現場で働きながら介護福祉士実務者研修を受講し、介護福祉士国家試験に合   

格した者及び介護職員初任者研修受講者に係る研修受講料の一部を補助するととも

に、介護福祉士実務者研修受講中の代替職員費を補助する。 

 

  イ 介護人材バンク事業                         ３,５４３千円 

    介護職員の休暇取得、研修受講、短時間の子育て支援などの際に、必要に応じて 

   代替の職員を紹介する。 

 

  ウ 介護ロボット普及促進事業                 ３０,０００千円 

    介護ロボットを購入又はレンタルした介護事業所に対し、経費の一部を補助する。 
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  エ 介護ロボット導入・活用の促進（新規）           １０,７２０千円 

    介護ロボットを導入する施設にアドバイザーを派遣し、施設に適したロボットの

選び方や活用方法等を指導し、効果を検証して他の施設にフィードバックする。 

 

  オ 新任介護職員定着支援事業                  ５,１００千円 

    新任介護職員を対象に研修や交流イベントを実施する。 

 

  カ 介護支援専門員研修受講支援事業              ４６,８００千円 

    研修実施機関に対して必要経費の一部を補助する。 

 

  キ 介護職員医療的ケア技術向上事業              １６,２００千円 

    特別養護老人ホームの入所者の重度化に対応するため、介護職員が喀痰吸引等研 

   修を受講した場合、研修受講料の一部を補助する。 

 

（３）介護のイメージアップ 

  ア 介護の魅力ＰＲ等推進事業            １９,５３９千円 

    介護の魅力をＰＲするため介護の魅力ＰＲ隊（若手介護職員、ミドル・シニア層 

   職員）を編成して大学・高校等への訪問や県外での人材募集活動等を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 介護職員永年勤続表彰事業                    ２７６千円 

    永年勤続の介護職員（勤続２０年及び１０年）を表彰する。 

 

  ウ メッセージカード事業                    ２,６３２千円 

    介護職員等への感謝の気持ちなどをメッセージカードで伝える運動を推進する。 
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地域包括ケアシステムの構築促進  

 

        担当 地域包括ケア課 地域包括ケア担当 内線 ３２５６ 

      総務・介護保険担当 内線 ３２５５ 

    

１ 目  的 

  団塊の世代が７５歳になる平成３７年に向けて医療・介護・福祉などの包括的なサー 

 ビス提供体制を構築するため、市町村の取組を支援する。 

 

２ 予 算 額     １０３，６１９千円 
 
３ 事業概要 

（１）地域包括ケア総合支援チーム派遣事業                ７，１０２千円 

   市町村の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築を進めるため、全ての市町村に

対し、自立支援、介護予防、生活支援等を総合的に支援するチームを派遣する。 

 

（２）地域包括ケアシステム構築促進事業（一部新規）       ６２，３９９千円 

   人材育成のための研修や情報提供、地域ケア会議・介護予防に係る手引きの作成、

県民向け普及啓発ツールの作成など、市町村における地域包括ケアシステムの構築を

支援する。 

 

（３）地域包括ケアシステム広域支援事業             １６，６８１千円 

   県内１０か所の地域リハビリテーション・ケアサポートセンターと協力医療機関の

連携により、リハビリテーション専門職の人材育成を強化し、市町村の介護予防事業

等に派遣することで、地域包括ケアシステムの構築を支援する。 

 

（４）看取り体制強化事業                    １１，８２５千円 

   介護施設等の職員向け研修の実施や介護施設等への実習講師の派遣により、 

  職員のスキルアップを図り、介護施設等における看取り体制の強化を図る。 

 

（５）家族介護者等支援事業                    ３，５７０千円 

   家族介護者への支援を行うため、地域包括支援センターの機能強化を図り、市町村

における相談体制を整備する。 

 

（６）要介護度改善等促進事業                   ２，０４２千円 

   介護事業所における自立支援・重度化防止の取組を促進するため、利用者の要介護

度の維持・改善等に積極的に取り組む事業所を評価・公表する。 
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認知症の人と家族を支援する施策の推進  

 

              担当 地域包括ケア課 認知症・虐待防止担当 

              内線 ３２５１  

 

 

１ 目  的 

  認知症に関する正しい知識の普及啓発等により、認知症の人とその家族や認知症介護 

 に携わる介護者等を支援する。 

 

２ 予 算 額     ６３，２８５千円 

 

３ 事業概要 

（１）認知症ケア支援事業費                   ２３，１３７千円 

   認知症高齢者の介護の質を向上させるための研修や、医療関係者を対象とした認知

症対応力向上研修等を実施する。また、認知症初期集中支援チーム員及び認知症地域

支援推進員に対する研修等を実施し、市町村の体制整備を支援する。 

 

（２）認知症ケア技術向上事業                  １３，７０３千円 

   認知症のケアの技術向上を図るチームを設置し、認知症介護施設及び在宅の認知症

家族介護者に対し、研修などを実施するとともに、身近な地域で認知症ケアに関する

技術的な相談ができる窓口の設置を進める。 

 

（３）認知症の人にやさしい地域づくり推進事業費          １，９９５千円 

    認知症サポーター及びその講師役であるキャラバン・メイトを養成するとともに、

認知症サポーターの活動をより一層促進するための実践的な研修を実施する。 

 

（４）若年性認知症施策推進事業                  ６，３０５千円 

   若年性認知症支援コーディネーターを配置し、相談対応や本人の居場所づくりを推

進するとともに、セミナー等を通じて若年性認知症に関する普及啓発を図る。 

 

（５）若年性認知症の人の就労等社会参加支援事業（新規）     １８，１４５千円 

   若年性認知症の人の就労継続・再就職支援、本人ミーティング及び実態調査を実施

することで、若年性認知症の人が社会とのつながりを保ち、生きがいを持って暮らせ

る環境を整備する。 
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市町村介護保険財政支援  

 

 

                    担当 地域包括ケア課 総務・介護保険担当 

                    内線 ３２５５ 

 

１ 目  的 

  介護保険法に基づき、市町村の介護保険給付及び地域支援事業に要する費用の法定割

合を負担するとともに、介護保険財政の安定化を図るため、介護保険財政安定化基金を

管理し、貸付等を行う。 

  また、６５歳以上の低所得者の保険料負担の更なる軽減及び介護職員の処遇改善の拡

充に要する費用を負担する。 

 

２ 予 算 額     ７４，２８０，６９９千円 

 

３ 事業概要 

（１）介護給付費負担金                           ６９，１１７，３０５千円  

（２）地域支援事業交付金                    ３，９８７，８１５千円 

（３）介護保険財政安定化基金事業                       ３０８，８３３千円 

（４）低所得者保険料軽減負担金                ８６６，７４６千円 

 

             

 

  

    ６５歳以上の保険料  

    

  

     ４０歳から６４歳までの保険料 

       (医療保険料と併せて支払う) 

 

     国 

        施設等給付費      ２０％ 

        その他の給付費    ２５％ 

        （うち５％は調整交付金） 

 

    埼玉県  

       施設等給付費     １７．５％ 

      その他の給付費   １２．５％ 

                        69,117,305千円 

 

 

    市町村         １２．５％  

 

 

 

介護給付費 

27% 

50% 

23% 



  新 規 
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総合リハビリテーションセンター病院部門の機能強化  

 

担当 障害者福祉推進課 社会参加推進・芸術文化担当  

内線 ３３０９                   

 

 

１ 目  的 

  個室の増床や介護リフトの増設等により、病床利用率の向上と脊髄損傷者や難病患者 

 などの重症患者の受入れ拡大を図る。 

 

 

２ 予 算 額    １５，２４９千円 

 

 

３ 事業概要  

  ・多床室を個室化することなどにより、個室８室を増設する。 

  ・病室に介護リフト４基を増設する。 

  ・外来用トイレの床をクッションフロアに張り替えることで、安全性の向上を図る。 

 

 【改修前後の病室構成】 

 

種別 改修前 改修後 増 減 

個 室 １２室（ １２床） ２０室（ ２０床） ＋８室（＋８床） 

２ 床 室 ２２室（ ４４床） ２２室（ ４４床） ±０室 

４ 床 室 １６室（ ６４床） １４室（ ５６床） ▲２室（▲８床） 

計 ５０室（１２０床） ５６室（１２０床） ＋６室（±０床） 

 

 

４ スケジュール  

  平成３１年度：設計、平成３２年度：改修工事 

 

 

 

 

 

 

 



  新 規 
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発達障害児の療育体制強化  

 

               担当 障害者福祉推進課 障害福祉・団体担当 

内線 ３３１５                       

 

１ 目  的 

県内の障害児通所支援事業所（＊１）が発達障害児一人一人の特性に応じた

効果的な療育を提供できるよう、専門職が各事業所に対し助言・支援を行い、

療育体制の強化を図る。 

 

＊１ 県内の障害児通所支援事業所 

   児童発達支援事業所、放課後等デイサービスなど約８００事業所。 

 

２ 予 算 額     ４５，９００千円 

 

３ 事業概要 

作業療法士等の専門職が配置されている障害児通所支援事業所は少なく、発

達障害児への療育の質の確保が課題となっている。 

そこで、地域療育センター（＊２）に配置した専門職が各事業所に対し、発

達障害児の特性を見極めるためのアセスメントや個々の特性に応じた療育計

画の作成などについて助言を行い、療育の専門性向上を支援する。（＊３） 

 

＊２ 地域療育センター 

   県が９つの障害保健福祉圏域に１か所ずつ設置し、専門職による発達 

  障害児への個別療育等を行っている。 

＊３ 障害児通所支援事業所に対する支援 

   平成３１年度～平成３３年度の３年間で県内８００事業所（３０事業 

  所×９センター×３年）を支援予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地地域域療療育育セセンンタターー 

作業療法士等の専専門門職職 
を配置 

 【支援内容】 
 ・アセスメント 
   ↓ 
 ・療育計画の作成 
   ↓ 
 ・個別療育 
   ↓ 
 ・フォローアップ 

【課題】 
専門職が配置されている事業 
所が少ない。 
⇒一人一人に適した支援に結 
 びつけられない。 

 ◆障害児通所支援事業所が自ら 

  適切なアセスメント等を行え 

  るようになる。 

 

 ◆一人一人にあった療育の方針 

  が立てられ、効果的な発達支 

  援につながる。 

依
頼 

効果 

助
言
・
支
援 

障障害害児児通通所所 
支支援援事事業業所所 
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障害児（者）福祉施設等の整備促進 

 

担当 障害者支援課 施設整備・法人指導担当 

内線 ３３１３ 

１ 目 的 

  障害児（者）の生活の場である障害者入所施設や通所事業所等の整備費を社 

  会福祉法人等に助成し、障害者の地域生活を支援する。 

 

２ 予 算 額     ２，８２３，２９４千円 

           

３ 事業概要                         

   社会福祉法人等が設置する障害者入所施設や通所事業所の創設等に係る

建設費を助成する。 

    通所事業所の創設       １０か所 

    グループホームの創設      ２か所 

    通所事業所の増築        １か所 

    老朽化等の改築、大規模修繕   ８か所 

    防犯対策の整備        ４７か所 



新 規 
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医療的ケアが必要な障害児の受入体制の強化  

 

担当 障害者支援課 地域生活支援担当  

                  内線 ３３１８     

 

１ 目  的 

医療的ケアが必要な障害児(重症心身障害児以外）が地域で安心して生活できるよう、

放課後等デイサービス等における受入体制を整備する。 

 

２ 予 算 額  １２，８００千円 

 

３ 事業計画 

  医療的ケアが必要な障害児のニーズがある市町村をモデルとして、受入先の確保や人 

 材の育成を行うことにより、地域での受入体制を構築する。 

 

４ 事業概要 

（１）デイサービス受入促進事業                 ７，５００千円 

放課後等デイサービス等の事業所において医療的ケアが必要な障害児を受入れるた

め、必要なベッドの設置等の費用を補助する。 

 

（２）医療的ケア児支援従事者の養成               ５，０００千円 

医療的ケアが必要な障害児を受入れる事業所でたんの吸引等の医療的ケアを行う職

員を養成するため、研修費用を補助する。 

 

（３）支援体制の整備                        ３００千円 

   市町村や障害児を受入れる事業所等との情報共有や意見交換を行う。 
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虐待通報ダイヤルの運用・虐待防止の啓発  

 

                      担当 福祉政策課 政策企画担当 

                      内線 ３３９１  

 

 

１ 目  的 

埼玉県虐待禁止条例に基づき、児童・高齢者・障害者の各虐待の通報等を一

括して受ける虐待通報ダイヤルを運用するとともに、県民に対する虐待防止の

普及・啓発等を行い、虐待の予防や早期発見、早期対応につなげる。 

 

２ 予 算 額     ５３，２９８千円 

 

３ 事業概要 

（１）虐待通報ダイヤルの運用              ４６，０３９千円 

   児童・高齢者・障害者の各虐待の通報等に２４時間３６５日、一元的に対

応する虐待通報ダイヤルを運用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）虐待防止の普及・啓発                ７，２５９千円 

   虐待の早期発見・早期対応につなげるため、普及啓発用リーフレット等に

より、虐待防止の啓発及び広報を行う。 

 

 



一部新規 
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生活困窮者と生活保護受給者に対する切れ目のない支援  

 

担当 社会福祉課  

   医療保護・生活困窮者支援担当  

内線 ３２７１ 

 

１ 目  的 

  町村部の生活困窮者に対し、生活・就労・家計に関する支援員を配置し自立

を支援する。 

  また、町村部の生活保護受給者に対し、職業訓練・住宅・就労自立に関する支援員

を配置し、県福祉事務所のケースワーカーと連携して自立を支援する。 

  あわせて、小学生から高校生までの学習支援事業を実施するとともに、市が

小学生向けに実施する事業に対して助成等を行い、貧困の連鎖の解消を図る。 

 

２ 予 算 額     ３５１，７５１千円 

 

３ 事業概要 

（１）生活困窮者自立支援事業費 

  ア 生活困窮者自立相談支援等事業         １００，５４４千円 

    町村部の生活困窮者の自立を支援するため、以下の事業を実施する。 

（ア）自立相談支援事業 

   相談窓口を設置し、生活困窮者が抱える課題に応じた総合相談、支援

プランの作成、関係機関との連絡調整等を行う。 

（イ）住居確保給付金 

   離職により住居を失った生活困窮者に家賃相当額を支給する。 

（ウ）就労準備支援事業 

   直ちに就労することが困難な生活困窮者に対し、職業訓練や就労体験 

  を提供し就労を目指す。 

（エ）家計改善支援事業 

   生活困窮者の家計収支を改善させ生活再建を支援する。 

（オ）一時生活支援事業 

   住居のない生活困窮者に一時的な衣食住を提供する。 

 

  イ 学習支援事業                   ６０，７０７千円 

    貧困の連鎖を断つために、町村部の生活困窮世帯及び生活保護世帯の中   

   学生・高校生を対象に以下の支援を実施する。 
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（ア）教室を設置して学習支援を行い、高校進学・中退防止を支援する。 

（イ）学習支援員が家庭訪問により相談支援を行う。 

 

（２）学習支援促進事業費 

  ア ジュニア・アスポート事業            ８４，５６９千円 

    小学生向けの学習・生活支援、体験活動、健康支援を行う「ジュニア・

アスポート教室」を運営するとともに、地域で困窮世帯の子供への支援体

制を構築する取組をモデル的に実施する。 

 

  イ 中学生・高校生支援の充実・強化事業        ６，８０２千円 

    中学生・高校生に対する支援をさらに充実するため、スクールソーシャ

ルワーカー等との連携会議、高校中退者や中学卒業後未進学者に対する就

職・再就学・進学・資格取得支援などを行う。 

 

（３）ジュニア・アスポート普及促進事業費（新規） 

  ア ジュニア・アスポート横展開事業         １２，５００千円 

    市が実施する生活困窮者自立支援法に基づく小学生向けの学習・生活支

援事業に対して助成を行う。 

 

  イ ジュニア・アスポート教室運営事業        ２０，０５５千円 

    町村部の生活困窮世帯及び生活保護世帯の小学生を対象に学習・生活支

援事業を行う。 

 

  ウ ジュニア・アスポートコーディネーター事業    ２１，３３８千円 

    教室の立ち上げや企業・地域団体との連携、ボランティアなどのコーディネート、

食材調達、研修等様々な支援を行うコーディネーターを市町村に派遣する。 

 
学習支援の様子 アスポート事業参加者の 

高校進学率・中退率の推移 

高高校校進進学学率率 
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（４）生活保護受給者チャレンジ支援事業費 

  ア 職業訓練支援員事業                ３，０１２千円 

 技術や資格を持たないなど直ちに就労することが困難な生活保護受給

者に対し、技能講習の受講や就労体験を促すなど、就職に結び付くよう支

援する。 

 

  イ 住宅ソーシャルワーカー事業            ５，６３５千円 

 無料低額宿泊所入所者など居宅の確保に困難を抱える生活保護受給者

に対し、民間アパートや社会福祉施設等への入居支援を行う。 

 

  ウ 被保護者就労・自立支援事業           ３６，５８９千円 

 就労相談や求人情報の提供など就労支援を実施するとともに、在宅医

療・介護など地域生活における自立支援を推進する。 

 

 



一部新規 
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埼玉県子育て応援行動計画の推進  
 

        担当 少子政策課   企画・子育てムーブメント担当 内線 ３２６９ 

                  子 育 て 環 境 整 備 担 当  内線 ３３２２ 

                                   施 設 運 営 ・ 人 材 確 保 担 当  内線 ３３３０  

                          施 設 整 備 ・ 指 導 担 当  内線 ３３２８  

                    こども安全課  総 務 ・ 児 童 相 談 担 当 内線 ３３３５  
                                   養 護 担 当  内線 ３３３１  

                                 児童権利擁護担当   ０４８－８３４－８７５５  

          障害者支援課  地 域 生 活 支 援 担 当 内線  ３３１８ 

 

１ 目  的 

 「すべての子供の最善の利益」を目指して「子育ち」「親育ち」を支援するとともに、

地域全体での子育て支援を通じて、誰もが子供を生み育てることに喜びを感じられる社

会づくりを進めるため、少子化対策の推進と子育て支援の充実を図る。 

 

 

２ 予算総額      ４６，２２２，９６３千円 

        

 

３ 事業概要 

（１）少子化対策の推進 

  ア SAITAMA出会いサポートセンター事業           ２７，１１６千円 

    市町村や企業等との連携により「SAITAMA出会いサポートセンター」を運営し、

広域的で効果的な出会いの機会を提供する。 

 

  イ 希望時期入園制度の導入支援               ２９，３３３千円  
   保育所等への入園を優先させるために育児休業を早く切り上げざるを得ない現状 
  に鑑み、育児休業を切り上げることなく家庭で子育てできる環境を整備することを 

  目的として、保護者が希望する時期（育児休業復帰時）に入園できる仕組みの導入 

  を支援する。 

 
  ウ 多子世帯応援クーポン事業               ５７５，８２３千円 

   多子世帯の育児にかかる経済的、身体的・精神的負担を軽減し、子育てしやすい 

  環境を提供するため、第３子以降が生まれた世帯に子育てサービス等の対象メニュ 
  ーを利用できる３キュー子育てチケットを配布するとともに、市町村が実施する子 

  育てに係る給付事業などに対する補助を実施する。 

 

  エ 多子世帯保育料軽減事業              １，０６７，６４３千円 

    多子世帯における経済的負担を軽減するため、保育所等に入所する第３子以降の   

   児童（満３歳未満）の保育料を助成する。 

 

  オ 少子化対策推進事業                   ５０，０００千円 
    市町村が実施する結婚、出産、乳児期を中心とする温かい社会づくり・気運の醸

成の取組や経済的な理由で結婚に踏み出せない低所得者を支援する取組に対して助
成を行う。   
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（２）「子供の育ち」と「子育て」の支援 

  ア 保育所等の待機児童の解消                                    

  （ア）保育所の整備促進                  ６５３，４６７千円 

     増加する保育需要に対応するため、認可保育所の整備を促進する。 

 

（イ）多様な保育施設への支援            ２３，３１１，９０６千円 

 保育所、認定こども園、小規模保育事業、事業所内保育事業等の運営費の一部

を負担するとともに、認可外保育施設の認可化移行を支援することにより、多様

な保育施設の需要への対応を図る。 

 

  （ウ）幼稚園における保育の促進              １，６４４，００２千円 

     保育と教育の機能を併せ持つ認定こども園の整備や、幼稚園の預かり保育の充

実を支援し、保育を必要とする家庭が幼稚園を利用しやすい環境を整える。 

 

  イ 多様な保育サービスの充実 

  （ア）延長保育                      ４８４，４７９千円  

     民間保育所において、１１時間（短時間認定児童は８時間）の開所時間を超え

て実施する延長保育に対して、必要な経費を補助する。 

 

  （イ）一時預かり事業                   ６０９，９５４千円  

     家庭において、一時的に保育を受けることが困難になった乳幼児を一時的に預

かり、必要な保護を行う一時預かり事業に対して、必要な経費を補助する。 

 

  （ウ）病児保育                      ２４５，０９５千円  

     保護者が仕事の都合で休めないときに、病気の児童を一時的に保育する病院・

保育所等や保育中に体調不良となった児童への緊急対応を行う保育所に対して、

必要な経費を補助する。 

 

  ウ 保育士の確保・定着等（一部新規）          ２，４５６，９４３千円 

保育士養成施設の学生に対する貸付に加えて新たに新卒保育士を採用する保育所

等に対する就職準備金貸付を創設するとともに、保育士試験受験料等の助成及び保

育士養成施設の学生や潜在保育士に対する就職支援セミナー等を実施する。併せて、

潜在保育士等の就職を促進するため、「保育士・保育所支援センター」を運営する

とともに、ＳＮＳによる情報発信や県内保育所等による就職フェアを開催し、保育

士と保育所のマッチングを促進する。 

 

 エ 幼児教育・保育の無償化の実施（新規）       ７，７７５，２１７千円 

平成３１年１０月から幼児教育・保育の無償化の実施により、３歳から５歳まで

の全ての子供及び住民税非課税世帯の０歳から２歳までの子供の保育所及び認定こ

ども園等の利用料の一部を負担する。 

 

 オ 放課後児童クラブの充実              ５，１６７，９９９千円 

  労働等により昼間保護者のいない家庭の小学生の健全な育成を図るため、遊び及

び生活の場を与える「放課後児童クラブ」の運営に必要な経費を補助するとともに、

放課後児童クラブの整備を促進する。 
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   カ  地域の子育て環境支援               １，２９１，７４５千円 

子育て中の親子が交流を深め、不安や悩みを相談できる地域子育て支援拠点及び

預けたい人と預かることができる人をつなぐ地域の相互援助組織であるファミリ

ー・サポート・センター等の運営に必要な経費を補助する。 

  

（３）子育てムーブメントの醸成 

  ア パパ・ママ応援ショップ事業の推進            １５，６１７千円  

    子育て世帯への優待制度である「パパ・ママ応援ショップ」事業や乳幼児連れの 

   外出を支援する「赤ちゃんの駅」登録事業をさらに充実させ、「子育てムーブメント」 

   の社会全体への浸透を図る。 

 

（４）児童虐待防止・児童養護対策の充実 

  ア 子供を虐待から守る地域づくり 

  （ア）児童虐待防止対策の充実（一部新規）         ３２３，８７５千円 

 児童福祉司経験者等の市町村への派遣や専門的な研修の実施により、市町村の

相談体制を強化する。また、警察との連携強化のための情報共有システムの構築、

民間との協働による泣き声通告への対応などにより、児童相談所の機能を強化し、

児童虐待通告への適切な対応を行う。さらに、児童と直接接する学校教職員や保

育士等に対する研修を実施し、地域の見守り体制の充実を図る。 

 

（イ）県・市町村等における相談・支援体制の強化        ８７，２８１千円 

児童虐待通告に 24時間対応できる体制や子供に関わる様々な相談に適切に対応

していく体制を整備する。また、市町村が担う「要保護児童対策地域協議会」の

運営や児童相談機能について積極的な支援を行い、強化を図る。 

  

  イ 社会的養護の充実 

  （ア）里親委託の推進強化（一部新規）           ２２１，９２９千円 

     里親委託の推進を図るため、民間と協働して、登録里親への委託促進と受託里

親への一貫したサポートを拡充して実施するとともに、児童相談所に里親委託強

化推進員を配置し、実親の同意を拡げることにより、里親委託の推進を強化する。 

 

  （イ）児童養護施設等入所児童のケアの充実（一部新規）   １２２，４４１千円 

     児童養護施設等の児童の社会活動参加、生活環境改善、職員の人材確保の推進

のほか、ケアニーズの高い児童の受入を促進するため施設の高機能化を図る。 

 

  （ウ）施設入所児童のフェアスタート応援           ２７，１００千円 

     児童養護施設等の児童のスタートラインでの格差を解消し、児童が退所後、円    

滑に自立することが出来るよう、高校生入所児童の学習費、部活動費等を補助す    

る。 

 

  （エ）児童養護施設退所児童へのアフターケア         ３３，９９８千円 

     児童養護施設退所者等が退所後に自立できるよう、退所者支援センター(クロー

バーハウス)を運営するとともに、希望の家事業による進学者への低額な住居の提

供・相談支援、施設への就労支援チームの派遣、修学継続や自立のための資金の

貸付を行う。 
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埼玉県高齢者支援計画の推進 
           

         担当 高齢者福祉課 総務・高齢企画担当  内線 ３２６３ 

                    施設・事業者指導担当  内線 ３２５４ 

                    施 設 整 備 担 当  内線 ３２６０ 

                    介 護 人 材 担 当  内線 ３２３２ 

            地域包括ケア課 総務・介護保険担当  内線 ３２５５ 

                    地 域 包括 ケ ア 担 当  内線 ３２５６ 

                    認知症・虐待防止担当  内線 ３２５１ 

            社 会 福 祉 課 施設指導・福祉人材担当   内線 ３２２５ 

 

 

 

１ 目  的 

  豊富な知識や技術、経験を持つ元気な高齢者が、社会の担い手として就業やボラン 

ティア活動など様々な分野において活躍できるようにする。 

  医療、介護、介護予防、生活支援、住まいを一体的に提供する地域包括ケアシステ

ムの構築を更に推進する。 

 

２ 予算総額  ７８，２３０，０６７千円 

 

３ 事業概要 

（１）高齢者の活躍支援と安心して暮らせるまちづくり 

  ア 大学の開放授業講座の開催及び老人クラブ活動への支援  ４１，６１６千円 

    高齢者の生活の充実や社会参加のきっかけづくりとするため、２３大学と協力

し、授業科目の一部を開放する。また、老人クラブ等が実施するボランティア活

動、教養活動、健康増進活動等の経費を補助する。 

 

  イ 高齢者いきいきライフ推進事業費             ７，３５２千円 

    彩の国プラチナフェスティバル等の事業を通して、高齢者のいきがいの高揚を   

図るとともに、健康づくりを促進する。 

 

  ウ 災害派遣福祉チーム体制整備事業費            １，５００千円 

    大規模災害時に避難所等へ避難した高齢者等に対して相談援助や応急的な介助   

等の福祉支援を行う災害派遣福祉チームを被災地域に派遣するための体制を整備

する。 
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（２）住み慣れた地域での暮らしを支える地域包括ケアシステムの構築 

  ア 地域包括ケア総合支援チーム派遣事業           ７，１０２千円 

    市町村の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築を進めるため、全ての市町      

村に対し、自立支援、介護予防、生活支援等を総合的に支援するチームを派遣す

る。 

 

  イ 地域包括ケアシステム構築促進事業（一部新規）     ６２，３９９千円 

    人材育成のための研修や情報提供、地域ケア会議・介護予防に係る手引きの作

成、県民向け普及啓発ツールの作成など、市町村における地域包括ケアシステム

の構築を支援する。 

   

  ウ 地域包括ケアシステム広域支援事業              １６，６８１千円 

    県内１０か所の地域リハビリテーション・ケアサポートセンターと協力医療機   

関の連携により、リハビリテーション専門職の人材育成を強化し、市町村の介護

予防事業等に派遣することで、地域包括ケアシステムの構築を支援する。 

 

  エ 市町村地域支援事業促進事業費              ２，８０４千円 

    地域包括ケアシステムで中核的な役割を担う地域包括支援センターの機能を強   

化するため、市町村職員及び地域包括支援センター職員に対する研修を実施する。 

 

  オ 看取り体制強化事業                        １１，８２５千円 

    介護施設等の職員向け研修の実施や介護施設等への実習講師の派遣により、職

員のスキルアップを図り、介護施設等における看取り体制の強化を図る。 

 

  カ 家族介護者等支援事業                     ３，５７０千円 

    家族介護者への支援を行うため、地域包括支援センターの機能強化を図り、市 

      町村における相談体制を整備する。 

 

  キ 定期巡回・随時対応サービス普及促進事業（一部新規）    ６，６６９千円 

    事業所の新規参入とサービスの一層の普及を促すため、運営アドバイザーの派   

遣やケアマネジャー向けに活用マニュアルの作成等を行う。 

 

  ク 認知症の人にやさしい地域づくり推進事業費         １，９９５千円 

    認知症サポーター及びその講師役であるキャラバン・メイトを養成するととも   

に、認知症サポーターの活動をより一層促進するための実践的な研修を実施する。 
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  ケ 高齢者虐待対策事業費                  ６，２６５千円 

    高齢者虐待防止に関する普及啓発を行うとともに、市町村における高齢者虐待   

対応、相談窓口、ネットワークづくり等の体制整備を支援する。 

 

（３）介護保険施設等の整備 

  ア 特別養護老人ホーム等整備事業費         １，３１５，０８８千円 

    特別養護老人ホームの創設及び増床等の整備を行う社会福祉法人に対し整備費   

の一部を補助する。 

 

  イ 介護基盤緊急整備等特別対策事業費          ６００，３７０千円 

    地域密着型特別養護老人ホームなどの小規模施設等の整備に要する工事費用に   

対する補助を行う。 

 

  ウ 施設開設準備経費等支援事業費          １，２６２，７９８千円 

    特別養護老人ホーム等介護施設の円滑な開設のため、施設の開設準備に要する   

経費に対する補助を行う。 

 

（４）介護人材の確保・定着・イメージアップ 

  ア 介護人材の確保・定着の促進（一部新規）       ５４５，１７２千円 

    介護人材の確保・定着の促進を図るため、介護未経験者・高齢者等の就労支援、

市町村による介護人材確保支援、外国人人材の受入れ支援、法人間連携による合

同面接会等の取組の促進、介護ロボットの導入支援、新任介護職員の定着支援、

介護職員の医療的ケア技術の向上支援、介護のイメージアップなどを実施する。 

    また、埼玉県介護人材確保・定着推進協議会（仮称）を設置し、介護人材確保・

定着に係る取組を全県的に推進する。 

 

  イ 市町村による介護人材確保支援事業（新規）        １０,０００千円 

       市町村が行う介護に関する入門的研修の実施から施設とのマッチングまでの一 

   体的支援に対して補助する。 

 

  ウ 外国人人材確保・定着事業（新規）              ３３,４００千円 

       介護施設が外国人介護人材の受入れにあたって、日本語能力の習得に係る費用 

   及び住居費を負担した場合に経費の一部を補助する。 

 

  エ 介護ロボット導入・活用の促進（新規）          １０,７２０千円 

    介護ロボットを導入する施設にアドバイザーを派遣し、施設に適したロボット

の選び方や活用方法等を指導し、効果を検証して他の施設にフィードバックする。 



一部新規 

- 32 - 

 

 

 

（５）介護保険の円滑な制度運営 

  ア 市町村介護保険財政支援事業費         ７４，２８０，６９９千円 

    介護保険法に基づき、市町村の介護保険給付及び地域支援事業に要する費用の   

法定割合を負担するとともに、介護保険財政の安定化を図るため、介護保険財政

安定化基金を管理し、貸付等を行う。 

    また、６５歳以上の低所得者の保険料負担の更なる軽減及び介護職員の処遇改

善の拡充に要する費用を負担する。 

 

  イ 要介護度改善等促進事業                 ２，０４２千円 

    介護事業所における自立支援・重度化防止の取組を促進するため、利用者の要   

介護度の維持・改善等に積極的に取り組む事業所を評価・公表する。     
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埼玉県障害者支援計画の推進 

 

担当  障害者福祉推進課   障害福祉・団体担当   内線 ３３０５ 

社会参加推進・芸術文化担当   内線 ３３０９ 

障害者スポーツ担当   内線 ３３０３ 

自 立 支 援 医 療 担 当   内線 ３２９５ 

障 害 者 支 援 課   総 務 ・ 市 町 村 支 援 担 当   内線 ３３１９ 

地 域 生 活 支 援 担 当   内線 ３３１７ 

施設整備・法人指導担当   内線 ３３１３ 

施 設 支 援 担 当   内線 ３３１４ 

社 会 福 祉 課   施設指導・福祉人材担当   内線 ３２７６

福 祉 政 策 課   政 策 企 画 担 当   内線 ３３９１ 

 

 

１ 目 的 

  障害のある人が社会の構成員として障害のない人と分け隔てられることなく

生活できる社会＝「共生社会」の実現を目標とする「埼玉県障害者支援計画（計

画期間：平成３０年度～平成３２年度）」に基づき、障害者施策の推進を図る。 

 

２ 予 算 額     ３７，４８８，６４３千円 

 

３ 事業概要 

（１）障害者への理解促進と差別解消 

  ア 共生社会づくり推進事業（一部新規）        １０，２７０千円 

    障害者差別解消法、共生社会づくり条例及び手話言語条例の普及啓発、ヘ 

   ルプマークを活用した理解促進、手話普及リレーキャンペーンを実施する。 

 

  イ 障害者駐車場2020青色プロジェクト事業（新規）    ３，２６９千円 

障害者用駐車場の適正利用を図るため、障害者・大学・企業等と協働し、

県内各地で障害者用駐車場の青色塗装を実施する。 

 

  ウ 障害者差別解消推進事業               ５，３９４千円 

    障害者差別解消法に基づき、県民からの相談窓口の設置、障害者差別解消 

   支援地域協議会の開催を行う。 

 

  エ 障害者虐待対策事業                 ３，９０２千円 

    障害者虐待防止法及び虐待禁止条例に基づき、障害者支援施設の従事者や

管理者、市町村職員等の専門性強化を図るための研修を実施するとともに、

障害者権利擁護センターの通報窓口の強化を図る。 
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（２）障害者の地域生活の充実・社会参加の支援                           

  ア ホームヘルプサービス事業          ４，０１９，９８７千円 

    障害児（者）の家庭を訪問し、入浴等の介護、家事援助等を行う事業を実

施する市町村に対して、その経費の一部を負担する。 

 

  イ 心身障害児通園訓練事業           ６，１５３，２３２千円 

     在宅の障害児が通所して、日常生活の基本動作、集団生活への適応促進の

ための指導・訓練を受ける事業を実施する市町村に対して、その経費の一部

を負担する。 

 

  ウ 障害児（者）短期入所事業            ８１７，９８２千円 

    障害児（者）のいる家庭において、介護者の病気等で介護が困難になった

場合に、障害児（者）を一時的に施設等に入所させ、介護等を行う事業を実

施する市町村に対して、その経費の一部を負担する。 

  

  エ 在宅重症心身障害児の家族に対するレスパイトケア事業 

                             ２５，９４５千円 

    医療的ケアを必要とする重症心身障害児を在宅で介護する家族の精神的・ 

   身体的負担の軽減を図るため、対象児をショートステイ及びデイサービスで 

   受け入れた施設等を支援する。 

 

  オ 医療的ケア児支援体制整備促進モデル事業（新規）  １２，８００千円 

    医療的ケアが必要な障害児が地域で安心して生活できるよう、放課後等デ 

   イサービス等の受入体制を整備する。 

 

  カ 障害者施設等自立支援給付費        １８，７４３，５７８千円 

        障害者が施設等において障害福祉サービスを受けた時に、自立支援給付費 

   を支出する市町村に対して、その費用の一部を負担する。 

 

  キ 地域活動支援センター助成事業          １０８，９２１千円 

    法定外施設（心身障害者地域デイケア施設、精神障害者小規模作業所）か

ら移行した地域活動支援センターが、移行前と同等のサービス提供を確保す

るため、運営費助成を行う市町村に対し、助成に要する経費の一部を補助す

る。 

 

  ク 市町村地域生活支援事業           １，１５４，２５０千円 

    相談支援、意思疎通支援等の多様な事業を総合的に実施する市町村に対し

て、その経費の一部を補助する。 
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  ケ 精神障害者を地域で支えるシステム構築事業費    ２９，５１５千円 

精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい生活ができるよう、保

健、医療、福祉の関係者による協議の場を設置し、重層的な支援体制を構築す

る。また、長期入院患者の地域への移行と、新規入院者の病状安定後のスム

ーズな退院を促進するとともに、入退院を繰り返す方などに対する訪問型支

援をモデル地域で実施する。 

 

  コ 高次脳機能障害者への支援                   ３０，００５千円 

高次脳機能障害者が地域で安心して暮らせるよう、高次脳機能障害者及び

その家族を支援するための相談事業や職場への定着支援等の就労支援を行

う。また、高次脳機能障害に対する理解の促進を図るため、県民や関係機関

向けの研修会等を行う。 

 

  サ グループホーム等事業助成費         ２，６３１，２６８千円 

    障害者に対し、グループホーム等のサービスを提供する市町村に運営費等

を補助（負担）する。 

 

  シ 障害児（者）福祉施設等施設整備       ２，８２３，２９４千円 

    社会福祉法人等が設置する障害者施設、グループホーム等の整備費の一部

を補助する。 

 

  ス 民間社会福祉施設整備促進事業費          ４６１，２９４千円 

    障害者福祉施設の建設に際し、社会福祉法人等に整備費の一部を補助する。 

    

  セ 発達障害児・者への支援             ２１８，８９０千円 

    発達障害の早期発見・早期支援を充実させる拠点として発達障害総合支援

センターを運営し、人材の育成や診療・療育体制の強化に取り組む。 

 

   ソ 発達障害児の療育体制強化（新規）              ４５，９００千円 

    障害児通所支援事業所における発達障害児への療育の質を確保するため、

地域療育センターの専門職がアセスメント等の支援を行う。 

 

  タ 身体障害者補助犬育成事業             １３，３０８千円 

身体障害者の社会参加に資するため、身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬

及び聴導犬）の育成及び給付を行う。 

 

  チ 障害者芸術・文化活動の推進             ３，０５６千円 

    埼玉県障害者アートフェスティバルを開催し、障害者が取り組む文化・芸 

   術活動を広く紹介する。 
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  ツ 埼玉バリアフリー文化プログラム事業        １６，０４０千円 

    東京パラリンピックの気運を醸成し、レガシーとして障害者に対する「心

のバリアフリー」の浸透を図るため、障害者アートの魅力を活かした質の高い

イベントを開催する。 

    

  テ 障害者スポーツで活力ある社会づくりの推進      ４５，１７６千円 

     東京パラリンピックを控え、埼玉ゆかりの障害者アスリートを支援

するとともに、県民が障害者スポーツを体験できる機会の提供や障害

者スポーツを支える人材の育成など障害者スポーツへの理解と参加の

促進を図る。 

 

（３）障害者の就労支援 

  ア 障害者就業・生活支援センター事業         ６４，９００千円 

    雇用・福祉・教育等の関係機関と連絡調整を行い、障害者の就業に伴う生

活上の支援を行う。 

 

  イ 障害者就労施設支援事業               ６，５３９千円 

障害者が働くことを実感し、地域で経済的に自立した生活を送るため障害

者就労施設を支援し、障害者の工賃向上を図る。 

 

  ウ 障害者農業参入チャレンジ事業           １５，５６３千円 

    障害者就労施設に対し、農業技術指導、農産物の継続・安定した売上を実

現することで、障害者の工賃向上を図る。また、農家と障害者就労施設とを

マッチングすることにより、施設外就労の機会の拡大を図る。 

 

  エ 発達障害者就労支援センター事業           ２１，６００千円 

    発達障害者に特化した就労支援機関を設置し、就労に関する相談、職業能

力の評価、コミュニケーション能力やビジネスマナーを習得する訓練、就職活

動、職場定着までをワンストップで支援する。 

 

（４）障害者への災害対策支援 

  ア 災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）体制整備事業   １，２６５千円 

        大規模災害等が発生した場合に、精神科医療及び精神保健活動の支援を行

う災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）を被災地域に派遣するための体制を

整備する。 

 

  イ 災害派遣福祉チーム体制整備事業費          １，５００千円 

    大規模災害時に避難所等へ避難した障害者等に対して相談援助や応急的

な介助等の福祉支援を行う災害派遣福祉チームを被災地域に派遣するため

の体制を整備する。 


